
様式第３号
事業計画書
　廿日市市創業支援補助金事業について、次のとおり計画しました。
	申請者
	事業所名
	※ない場合は不要


	
	氏名
	

	事前相談
	【相談先】（いずれかに丸をすること）
市産業振興課　・　廿日市商工会議所　・　大野町商工会　・　宮島町商工会　・　佐伯商工会

【相談日、相談時間】
　　　　年　　　月　　　日　／　　時　　分～　　時　　分

【相談時の内容】



	事業名等
	【事業名】

【営業日数】
　月平均：　　日
　週平均：　　日

	期間
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで

	加点等
	【創業する地域】（いずれかに丸をすること）
廿日市　・　大野　・　宮島　・　佐伯　・　吉和

【廿日市市外からの転入を伴う創業の場合のみ記載】
　転入（予定）日：
　転入元住所　　：
　転入元自治体の住民となった日：

【事業譲渡による創業の場合のみ記載】
　事業譲渡契約（予定）日：
　事業譲渡を行う（行った）日：

【事業がいずれかの業種に該当する場合のみ記載】（いずれかに丸をすること）
　　木材関連産業　・　食関連産業　・　観光関連産業

【しゃもじん創業塾（１会計年度内に計４回）に参加した場合のみ記載】（該当するものに丸をすること）
　　令和３年度参加・令和４年度参加・令和５年度参加　
　


	事業目的
	◎現状と課題


	
	◎課題解決に向けた方策




	事業計画内容
	◎内容
（評価基準）
・既存のビジネスには見られないような、新たなビジネスの創出となっているか
・廿日市市内経済への波及効果が見込める事業提案であるか
・持続的な事業展開が可能であるか




◎ターゲット



	事業の実施効果
	【事業実施によって期待される効果（数値目標）】
◎数値目標（利用者数・売上等）





◎算出根拠

	今年度のスケジュール及びその他調整事項
	◎今年度のスケジュール






◎各種調整事項
　※事業実施に当たり、必要な許認可や関係者との調整事項があれば、その対応状況や見込みを記載すること。

	次年度以降の事業展開
	◎次年度以降の事業展開と事業実施体制
　（評価基準）
・将来的に雇用を創出する可能性があるか





備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とする。
